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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　DV問題における子どもの被害の発見とその支援はまだまだ実態把握そのものにおいて情報が流動的で、

その充分な解明に至っていない課題である。児童虐待の防止に関する法律ではDVの目撃そのものが児童虐

待（心理的虐待）にあたるとしてDVに曝される子どもの安全確保と支援の必要性を明記しているが、DV問

題への対応体制は被害者である女性の保護と支援に主軸があり、児童福祉相談ではDVは不適切養育の背景

要因のひとつとして扱われるが、あくまでも主人公は子どもの安全であり、DV被害者としての母子を一体

的に支援する体制が必ずしも整備されている訳ではない。こうした状況において最近DV相談を端緒とした

警察から児童相談所への通告件数の増加がみられ、児童相談所におけるDV問題に関するひとつの相談対応

の流れを形成しっっある。今回、その実態把握と課題の整理を行った。警察に関しては警察庁からの紹介を

受けて5か所の警察本部へのヒアリング調査を実施した。児童相談所については全国217か所の児童相談所

（支所・分室等を含む）へのアンケート調査（回答130か所　回収率60％）を実施した。結果として警察が

扱うDV事案からの児童相談所への通告はかなりの増加傾向にあること（警察からのDV問題を伴う通告件

数は児童相談所の回答によれば平成17（2005）年度から平成20（2008）年度までで約8倍に増加）、通告される子

どもの約半数がDV加害者との同居状態にあり、子どもの安全確認と被害女性の安全確保に課題があること、

警察からのDV問題からの通告受理事案（アンケート回答1061件：平成20（2008）年度）の9割以上は児童相

談所では初めての通告児童であること、そのうちの7割が何らかの指導助言を要したこと、児童相談所にお

ける子ども虐待相談全体ではその約7％前後がDV問題を背景にしていることなどが明らかとなった。

キーワード：児童相談所　児童虐待　DV　警察からの通告

The Research on the Cooperation of the Child Guidance Center and the Police:

Notification in Case of Children Exposed to Domestic Violence as Child Maltreatment

Tsuneo YAMAMOTO, Takuji NIIRO

Abstract : The child victims exposed to the violence bctween the spouses, are one of the crucial issues among child

maltreatments.It is specified under the Child Abuse Protection Law implemented in Japan that children with witness of

DV are provided as child abuse and that assurance of child's safety and support for those children are significant.

In the past few years, it is rapidly increasing the number of notifrcation from police stations to the child guidance

center in case of children exposed to DV. It has been interviewed five police headquarters and distributed questionaires

to all the child guidance centers in order to investigate the actual situation and clear the issues. As a result, it showed 8

times-increase of notification cases from police stations to the child guidance centers between 2005 and 2008, more than

90% cases were the initial cases referred to the child guidance centers. Anrong 70% cases turned out to be in need of

some kind of support.

DV issues tend to focus on victim women while child abuse issues tend to focus on child̃but it is critical to consider

it as a matter of support to both mother and child in common. What is most crucial is the damage to the child and the

mother relationships when the child is surrounded by DV environment. Showa by the researches above, there were

three damages which are important to recognaize when the support is given to the child and the mother with DV, such

as direct damages from the DV-offenders,indirect damages with exposed to the violence to his/her mother, and assault

to the motherhood.

Keywords : Child Guidance Center, Child Abuse, DV, Notification from Police Stations
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　　　　　　　　研究目的

1．基本的視点：DV問題の理解

　ドメスティック・バイオレンス（以降DVと表記）は、

家庭内における対人暴力（ファミリー・バイオレンス）問

題のひとつで、主として、男性によるパートナーの女性や

子ども、家族に対する暴力と支配の問題である。DV問題

における男女問・配偶者間には独特の病理的な支配と依存

の情緒的な拘束関係が形成され、その関係性の病理は循環

しながら持続する強し噸向を示す。暴力の内容が深刻化・

過激化する場合には表面化し易くなるが、暴力がそれほど

目立たない場合には心理的な支配と拘束が強いため、社会

的に表面化することなく不穏な関係が継続され、その発見

は限られた関係者以外からは困難である。また暴力が表面

化した場合にも、相互拘束の関係性から被害者はしばしば

被害を認めつつもその深刻度、危険度を過小評価し、繰り

返し被害をうける家に留まり続け、またいったん緊急避難

的に家を離れても再び帰宅することが多く、当事者だけで

の問題解決は難しいにも関わらず、周囲からの当事者への

効果的な介入・援助にも困難が伴う。

　DV問題は目本では、配偶者間の深刻な暴力問題として、

ストーカー問題と並んで被害女性をいかにして加害男性か

ら守るかが注目されているが、これは児童虐待対応におけ

る初動の子どもの安全確保と同様、必要な対応全体のシナ

リオからみれば、部分的な初動対応の部分である。より広

い視野に立てば、長期にわたる被害者のダメージ・後遺症

からの回復支援、あるいは被害的な関係に巻き込まれるこ

とついての被害者の免疫性、抵抗力を高めること、病理的

な支配関係に陥りやすい受動性を高めている被害者自身の

過去の被虐待や支配的な関係の中での暴力被害の影響など

からの離脱が重要課題である。さらにDV問題は、デート・

バイオレンス、デート・レイプといったより若い世代から

の男女関係における暴力問題、あるいは家族・親族間にお

ける様々なファミリー・バイオレンスといった問題との連

続性が認められる問題であり、広くプライベートな対人関

係における支配と暴力による被害・加害の問題として、幅

広い長期のフォローアップとサポートが必要となる領域で

ある。また被害者だけでなく加害者にっいてもその治療的

な介入が課題であるとされている。

2．基本的視点：DVにおける子ども

DVが発生する男女にはしばしばその家族成員に子ども

がいて、その子どもがDVに巻き込まれる。子どもは自ら

の意志で両親のトラブルを回避する力を持たない。両親間

にどんなに深刻なトラブルが展開しても、そのいきさつを

共にせざるを得ない。また母が家を出る際に置き去られて

も、一緒に連れられて出ても、また母の翻意で再び家に戻

ることになっても、子どもは通常、親の行動に従うしかな

い。長じては両親間のトラブルに割って入ったり、母を父

の暴力から守ろうとする行動が見られたりするが、元々子

どもは両親間のトラブルに対して独立の存在ではあり得ず、

常に巻き込まれつつ生きざるを得ない。

　Bancro危とS皿verman（2002）はアメリカ合衆国にお

ける自らの仕事の経験と、多くの研究報告からDVにさら

される子どもへの影響と援助課題について、詳細な検討を

加えてその概要を示している1）。また、Ja飾m、Baker、

Cunninghamら（2004）はアメリカ合衆国やカナダにお

けるDVにさらされる子ども、母子の被害と援助に関する

多様な課題について、自らの研究を含めて編集し、報告し

ている。彼らの報告するところによれば、都市部において

4歳までの幼児が何らかの家庭内での暴力とネグレクトに

晒される率は一般的な調査よりも高く30％を超えており、

早期からの評価と介入支援が必要であることが指摘されて

いる2）。これらの報告は、家族の生活環境や形態、文化、

法制度において日本との違いはあるものの、子どもの身に

降りかかるDV問題の総合的な課題の一覧となっており、

これらの報告に認められるDV問題における子どもの被害

の様態や状況には、かなりの類似性・共通性が認められる。

先のBancro位らの報告（2002）にはさらに、DV加害の

近親姦加害者は、一般に子どもへの性暴力加害者として理

解されている成人を性の対象とせず、子どもとの性交渉に

のみ関心のある小児性暴力加害者とはタイプの異なる加害

者像が認められることを報告している。わが国における性

的虐待事案にもしばしばDV問題あるいはDV的な夫婦関

係が存在することが見出されるが、従来子どもへの性暴力

加害者は子どもにのみ性的関心を持ち、その生涯に多数の

被害者を生むとされてきた（そういった家庭内性暴力加害

者も実在する）が、Bancro危らが報告するDV加害の近親

姦加害者は、性対象の年齢層に限定は無く（つまり子どもだ

けを性の対象としない）、生涯にわたって特定の被害者を追

跡し続けることが特徴であるとされている。今後、家庭内

性暴力とDV問題は、心理的暴力、身体的暴力と共にファ

ミリー・バイオレンスとしての視野のもとで共通の理解と

対応の基盤整備が必要となるかもしれない。

3．基本的視点：日本におけるDV問題と子ども

　わが国におけるDV問題についての最近の調査研究にお

ける子どもの被害の観点からの概要情報を表1．に示す。

これらの調査研究では子どもの被害がDV目撃のみならず、

DV加害者からの直接暴力の被害に遭っていることが高頻

度に認められる傾向を示している。同時にある時点での被

害者の任意の調査協力による被害申告のみによる調査の限

界も感じられる。特に性暴力被害は非加害保護者には隠さ

れて進行する場合も多く、あるいはDV被害保護者に問題
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意識が持てなくなっている場合があり得る。また被害保護

者自身がDV加害者から性暴力被害に遭って無力化され、

複雑性PTSDを発症するまでの状態に追い込まれている

ような状況もあり、そうした場合、被害者である母が気付

かないところで子どもへの性暴力が潜在・進行している可

能性は否定できない★）。いずれにしても目本のDV問題対

策は、まず被害女性の発見と保護に課題の焦点が置かれて

る段階であって、そこに子どもが介在することについて、

母子を一体的にみて支援の対象としていく観点3）と体制整

備はなお今後の課題となっている状況にあるとみられる。

★）2001年から2008年10月までの全国の民間シェルターと婦

　人保護施設においてDV被害を受けて一時保護を利用した女

　性と子どもについての全国女性シェルターネットの調査報告

　によれば、利用した子ども2219人のデータでは確認56人＋

　推定20人で、全体の6％前後に性暴力被害があると推定して

　いる。また最近になるに従い、その発見率も実数も増加して

　いる。援助スタッフのヒアリング調査からは、ポルノを見せ

　る、父親が性器を露出したまま生活する、夫婦のセックスを

　見せるというところまでカウントすると子どもの50％は被

　害者であるとするのが実感であるとの報告がある。：特定非営

　利活動法人全国女性シェルターネット「DV家庭における性

　暴力被害の実態」32・332009

4．基本的視点：警察から児童相談所に通告され

　るDV問題に係る子どもの増加

　こうした状況にあって、平成17（2005）年頃から、警察か

らのDV相談を端緒とした児童相談所への子どもの虐待通

告が散発的に議論されるようになり、平成18（2006）年度に

は警察庁の通知（平成18年9月26日：警察庁丙発第38

号　警察庁丙生企発第83号　警察庁丙捜一発第29号）

において、警察でのDV事案における児童虐待としての対

応の必要性が明確化されている。平成19～20（2007～2008）

年度には、全国的に警察からの子どものDV目撃を理由と

した子どもの心理的虐待についての通告が集中的な増加を

みせる状況となった。またいくつかの子ども虐待死事件に

おいて、男性のDVを伴う子どもへの暴力のエスカレート

と、それを止められない母といった状況が認められたこと

もありDV問題における子どもの安全が注目されるように

なってきている。

5．児童相談所における子ども虐待とDV

　児童相談所の子ども虐待相談におけるDV問題の把握は

必ずしも容易ではない。DV問題は様々な相談事案の背景

に紛れ込んでおり、その全てが当事者から報告される訳で

も子ども虐待問題を理由に相談来所している訳でもない。

平成13（2002）年12月～14（2003）年1月に17か所の児童

相談所から収集された503事例の子ども虐待事例の調査

（高橋2004）によれば、配偶者・パートナー問の暴力を伴

う不和は53事例（13，7％）に認められており、そのうち3

人の男性が実母へのDV・傷害で逮捕されている25）。また、

全国児童相談所長会による2008年4月1日から6月末の

3カ月間に虐待ないしその疑いで通告された子どもとその

保護者の状況として、家庭・家族状況が把握されたサンプ

ル数は8，108人6，764世帯（保護者等数17，009人のうち

13，900人（有効回答12，8769人、無効回答1，131人）のう

ち、DVを背景とする件数は1，019件（サンプル世帯中の

15．1％）、その内訳としての虐待種別（複数回答）は身体的

虐待588、ネグレクト317、性的虐待47、心理的虐待777

となっている。29）またこのDV事案における虐待の重症度

は生命の危機17、重度虐待52、中度虐待407、軽度虐待

549、虐待の危惧あり260、不明55と報告されている＊）。

＊）この調査では別に夫婦間不和がカウントされており、その件数

　は1，173件（サンプル6，764中の17．3％）あるので、両親間に

　DVか何らかの不和・不穏な関係があるものは合計延最大
　2，192件である（サンプル6764中の最大32．4％）。ただ、その

　個別の正確な内容についてはより詳細な報告を待たなければ
　ならない。29）

　わが国においては，DVによる子どもの被害は、直接の

子どもへの暴力だけでなく、DV目撃そのものが子ども虐

待にあたると法律上は定義されているが、児童福祉の対応

現場において、その具体的な内容・実態が十分に解明され、

理解されているとはまだ言えない状況にある。また実際の

対応においては、DV相談窓ロヘの母の相談途上で、子ど

もの問題が発見され、子ども虐待として相談機関や警察か

ら児童相談所へ通告されるか、あるいは被害女性への支援

機関において、母子関係への支援が生活指導・援助の一環

として提供される中で、子どもが示す様々な問題・課題へ

の援助が試みられるか、そうした対応の中で以前の被害経

験や、あるいは損傷を受けた母子関係に生じる子どもの不

適切養育が児童相談所に通告されるか、あるいは既に別の

相談の端緒から児童相談所による相談・援助が行われてい

る途上で、保護者にDV問題が伴っていることが見出され

るか、いずれも組織的というよりは散発的な対応の集積状

態に留まっており、DV問題を切り口とした統一的な子ど

もの援助課題の整理は未確立である。また、子どもの被害

としては、DV加害者から子どもへの直接の暴力被害と離

脱直後の被害状況・PTSD問題が注目されている段階で、

母子への長期の影響や母子関係そのものの損傷にっいての

対応は、正木らの、親子の為の相互交流法：
PCIT（Parent－Ch旦d　lnteraction　Therapy）の試み等が報告

されてはいるが、3）傷ついた母子関係を組織的に検索・評

価し、継続的に援助する体制は、そうしたことの必要性の

認識・理解も含めまだ整っていない状況にある。
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表1．日本のDV調査研究における子どもの被害について（その1）

調査年 研究者 調査サンプル 調査項目概略 調査結果抜粋

子どもへの暴力の実態 殴る　蹴る　木に縛りつけ水をかける　風呂に突き落

とす暗い部屋に閉じ込める　子どもを抱いている母

1998

吉浜美恵子

ゆのまえ知
子3）

民間団体による一般公募
64名にグループ・フォーカス・インタピ

ユー
子どもの受けた影響

を車で櫟こうとする

意図的に子どもの前で母に暴力を振るう

表面的に明るく見えても暴力の記憶は明確テレビの

暴力場面が正視できない

母の養育への影響 子どもにつらく当たったり子どもの要求に対処できな

い。子どもが自分に暴力を振るうおそれを感じる

子どもへの暴力の実態 子への暴力あり　64．4％　29！45

子ども全員に暴力　24

一部の子どもに暴力5

暴力の種類 身体的暴力　31　（延63件中〉

東京都生活 広報、チラシ　新聞等で協力 （延件数） 精神的暴力　25　（延63件中）

1998
文化局女性
青少年部女

の呼びかけ　電話で受付・予

約により　面接調査　52件 子どもが受けた影響

　性的暴力　　0　（延63件中）

父への憎悪　　　　18
性計画課4〉 20歳以女性 性格・情緒の歪み　ll

不登校　　　　　　g

吐く等の心身症状　　7

ノイローゼ自殺企図6

子どもの対人暴力　　6　等

1999

名古屋市総
務局総合調
整部男女共
同参画推進
室5〉

20歳以上男女に調査表送付

女549　男428　計977の回
答
広
報
　 チラシ　新聞　テレ

ビ等で調査協力呼びかけ電

話で受付・予約により　面接

調査15件

子どものDV目撃

子どもへの暴力の実態

子どもが受けた影響

122名の子どもが目撃（656名の暴力被害者中目撃者

がいた148名中の82．4％）

身体的　心理的　性的暴力のいずれかを経験　6名
（DV目撃は11名）

身体症状、性格上・行動上の変化

父への恐怖憎悪等

吉浜美恵子

釜野さおり 子どものDV目撃 身体的暴力を受けた女性中子どものいる女性75名中
編著 37名（493％）の女性の子どもがDVを目撃

2000

WHO・保健政
策部「女性の健

康と生活につ

いての国際調
査」日本プロジ

18～49歳の女性　1371名に

面接調査

子どもの受けた影響

行動　情緒　学習面で

の影響について9項目の
質問

被害女性が心理＋身体的・性的暴力を受けた子どもは、

暴力を受けたことがない女性の子どもと比べて

良く夢を見てうなされる

母や他の子どもに対して攻撃的である

エクトチーム
6）

の2項目で有意に該当頻度が高い

2001年10月～11月の4週
間に医療機関で外来受診し 子どもの受けた影響

暴力被害を受けていたときに子どもと同居していた

小西聖子7〉
た18～85歳の女性中、調査

に応じた194人中、有効回答
26名のうち18名（692％）が子どもに何らかの影響
があったと思うと回答

183人中、DV被害があった

48人

2001 子どもの身体的虐待被 灯油をかけられ火をつけられた等14名
宝
口

大人にまとわりつく　　29

開設後5年を経過した民間 感情表現が少ない　　　24

シェルター入所者121人と トラウマを受けた子ど 怒ったり痛癩を起こす　25
平川和子8） 子ども73人のうち、観察可 もの行動チェック保育 集注力がない　　　　　20

能であった同伴児49名（10 士が評価 警戒心が強い　　　　　21
歳以下〉 用心深く急な物音に驚く19

時間経過と共に痢癩や暴力が見られる群と徐々に落ち

着きを取り戻し改善する群に分かれる傾向がある

2002
内閣府男女
共同参画局
9）

62人の被害者について調査 子どもの暴力被害 62人中25人（45％）に子どもに対する暴力があった
と報告
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表1．目本のDV調査研究における子どもの被害について（その2）

調査年 研究者 調査サンプル 調査項目概略 調査結果抜粋

子どものDV目撃 1名を除き目撃　いつも15（75％）

時々　3（15％）

2002年9月19日～2003 1・2回　1（5％）

年3月21日の6カ月間 加害者による子どもへの加 16例（80％）に何らかの被害

に夫またはパートナーか 害行為 精神的暴力　16（80％）

小西聖子 らの暴力により関東甲信 身体的暴力　11（55％）
2002 16〉

越地区の配偶者暴力支援 性的暴力　　1（5％）

センター8施設を利用して 被害者の子どもへの暴力 精神的暴力　13（65％）

いる女性のうち調査協力 身体的暴力　9（45％）

が得られた20名 性的暴力　　0
子どもへの暴力の影響 感情の不安定　　　12（60％）

体調不良や不登校　8（40％）

DV加害者による子どもへの 母44人中25人が子どもへの暴力（身体的　心理的
暴力 性的）を報告

子どもへの影響 影響があったと回答したのは32人（44人中72．7％）

成人した子ども

1997年～2001年までの5 娘が再びDV被害で離婚子どもに虐待している
年間の民間シェルター入 引きこもり等社会不適応アルコール依存母への暴

2002
平川和子
11）

所者から抽出した50人

（22歳～72歳1平均38．3
　力等

思春期～青年期の子ども
干1L2歳）中、子どもを持 自傷行為家庭内暴力不登校う
っていた44人への面接調 つ状態拒食反社会的行動等
査 幼児期の子ども

乱暴な言葉や態度喘息感情表現が乏しい大人に
まとわりつく等

乳児期のこども

母を見て泣く　突発的な泣き等

子どものDV目撃 子どもがいる55名中52名（945％）

いつも　36（65．5％）

時々　　15（23．8％）

1・2回　　1（1．8％）

2002年9月～2004年3月 目撃なし　3（5．5％）

の18カ月間に配偶者暴力 加害者の子どもへの暴力 62名中46名（74．1％）にあり

2002

～
小西聖子

支援センター及び女性セ

ンターを利用した女性か

精神的暴力　46（74．1％）

身体的暴力　28（45．1％）

2004
121 ら調査協力に同意した62

名（平均年齢42．2不10．2 被害者の子どもへの暴力

性的暴力　　7（11．2％）

精神的暴力22（35．4％）

歳）に質問紙と構造化面接 身体的暴力　21（33．8％）

により調査 性的暴力　　1（1．6％〉

子どもへの影響 感情の不安定36（58％）
体調不良　　　28（45．1％）

不登校　　　　1g（30．6％）

2903年6月～11月　17 子どもに対する暴力 心理的暴力　55（64．6％〉

2003 平川和子
13）

の女性センターに来談し

たシェルター利用経験の
身体的暴力　37（43，5％）

性的暴力　　1（1．2％）
ない女性調査協力者90
名（平均年齢37．2歳）

2004 石井朝子
14）

民間シェルター及び委託

事業による一時保護施設

に保護されたDV被害女
性148名DV被害児童62
名（男32名　女30名　4
～12歳：平均7．8歳）

DVの目撃
加害者からの被虐待経験

児童の行動チェックリスト

抑うつ度検査CDD

100％（内42％は0歳から）

65％（男71．9％　女63．8％）

男女とも攻撃　不安抑うつ　非行問題に一般児童との

有意差

自責感と攻撃性の昂進

2004
奥山眞紀
子15）

母子生活支援施設で生活

するDV被害女性7名とそ
の子ども12名（男8名　女

4名）の予備調査

子どものうち発達年齢や

低年齢の課題あり調査が

行えたのは6名調査対象
児5～12歳：平均7．3歳

加害者からの被虐待経験

母の解離問題と養育状況

母7名の報告中
身体・心理・ネグレクトの重複4名

身体・心理虐待　1名

心理的虐待のみ　1名

性的虐待疑い　　1名

虐待無し　　　1名
母に解離あると子ども虐待も生じやすい
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表1．目本のDV調査研究における子どもの被害について（その3）

調査年 研究者 調査サンプル 調査項目概略 調査結果抜粋

対応に苦慮しているこ 第2位子どもの問題行動34．3％

と：8項目から上位3項 第4位母の子ども虐待

奥山眞紀子 母子生活支援施設140施設 目選択 27．9％

2005 16）

からのアンケート調査回答 入居家族に必要な支 第4位専門家による個別の子どもの心のケア　7．9％

援；9項目から上位1項
目選択

同伴児童のいる事例数 42ケース　同伴児童数は73人

2005 村井美紀17）

平成13年度（2003）シェル

ターを利用した59事例から

更に10ケースについて記録

と担当者からの聞き取り調
査

同伴児童が表出する問

題
母の入寮のタイプと子

親の不安定さとの悪循環あり

暴力の再現過度の依存や退行による分離不安　心身

症状父を慕う気持からの混乱夫への未練を語る母へ
の反発等

母が準備を整えて計画的に入寮した事例に比べ離婚問

ども困難の表出の関係 題の解決や生活設計のために入寮　とりあえずの避難

として入寮した事例に子どもの困難が認められる傾向

2004

～
2006

加茂登志子
19）

2004年9月～2006年1月ま
でにメンタルケア課を受診

したDV被害女性55例

子どもの精神衛生や行

動面の問題

調査期間中に子どもが精神や行動面の症状のために小

児科や精神科などの医療機関受診　18例（33％）

同伴児童の概要 男331名　女333名1か月～19歳

平均：7歳8カ月
子どもの問題 発育発達の心配DV群＞非DV群
夫と同居時の子どもへ DV群　　62。3％に虐待
の加害 非DV群は8。51％

全国母子生活支援施設への
心理的虐待　　　　　　　　42％

アンケート調査によりDV
子どもに母を殴らせる・子ども

のあった327世帯非DV世
帯78世帯のアンケート調査

に母への暴力を見せる　　　29％

身体的虐待　　　　　　　　21％

ネグレクト　　　　　　　　6％

奥山眞紀子 女性がDV被害を受けるこ 性的虐待　　　　　　　　　2％
2006 18）

とは子どもを養育する上で 子ども虐待有DV群＞非DV群

暴力の連鎖という虐待リス 母から子どもへの加害 有DV群16．92％非DV群11．12％

クを高めるという仮説のも しつけ理由の加害DV群14％非DV群8％

とDV被害を受けた母子を DV群にはパートナーからもっと暴力をふるわれる

一体のものととらえその虐 から22％、パートナーに強要されて5％　といった例

待傾向に注目
あり

子どもへのDVの影響 子どもが施設に分離入所している群では愛着問題が強

く認められるが母子入所では目立たない

就学以後は虐待的人間関係やカによる対人関係上の問

題が出現

母のDV被害よりも母の過去の非虐待体験、精神的問題

がどの年齢の子どもにも有意な差で影響

DVの目撃 13名（86．67％）が目撃

直接の被害 11名（73。33％）が直接被害

一時保護施設などの利用後 精神状態の時系列的な 8名の子どもについての保護者の評価（評価尺度使用）

精神科外来受診している母 変化 によれば身体・精神状態は時間経過と共に緩和するが多

子 動。種働性と言った行動上の問題は持続して変化してい

2006 金　吉晴20） 2006年5月～12月に調査 ない

母子13組子ども15名 母の受けた被害と子ど 14名（男8女6）の子どもと母について　　母が受け

男8名　女7名　平均年 もの問題程度 た身体的・性的被害が深刻なほど、子どもの集中力の低

齢：6。87歳SDニ3．89 さ　落ち着きのなさなど衝動性の問題が深刻になる傾

向

時系列的な変化はサンプルサイズが小さすぎて分析で

きず

DV問題を経過した年代 幼児期：加害者暴力的言動を学習・獲得してしまう
DV家庭で育った子どもにっ と子どもの問題症状 学童期：社会性の獲得に障害学業困難と社会性の遅れ

2005 いて幼児期　学童期　思春 不登校

～ 笠原麻里21） 期の各年代にDV問題を体 思春期：仲間関係への没頭から自分自身のアイデンティ
2006 験している症例1例ずつを ティの模索、自分への向き合いへ向かえず拡散

検討 的・他罰的　衝動コントロールの困難

母の自信喪失と権威失墜が背景
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表1，目本のDV調査研究における子どもの被害について（その4）

調査年 研究者 調査サンプル 調査項目概略 調査結果抜粋

2001年10月13日～2006年 子どもへの加害行為 35人（21．1％）が子どもへの加害行為（身体的性的虐
3月31日までの間に全国の 待）あり

検察庁においてDV法違反 婚姻関係5名　内縁関係30名
2001

～
2
0 06

法務総合研
究所鎗）

で事件受理し起訴猶予又は

第1審における終局処分の

決定がなされた男性166名

自分の連れ子への加害行為無く被害者に連れ子がある場

合に加害

アルコール依存5名中4名が身体的・性的虐待を行う　不

違反時の平均年齢：44．7歳 就労中もやや多い
（24～84歳） 子どもがいたと確認される136名中

子どもへの悪影響 109名に影響あり（被害者が評価）

2008年8月1日から31日ま 利用者が過去に虐待 過去か現在に虐待あり　47件
での間に婦人保護施設に措 を行っていた力府っ うち母子分離5件

置入所している者の同伴児 ている・行うおそれの 今後虐待をするおそれ48件
について42か所から回答 ある事例への支援実

子どもありの利用者251名 態

非同伴児160名あり　14施 必要ない49　必要ありケア中9

2008
堀　千鶴子
23）

設1カ月で84名（乳児～中
学生）にっいてケアについて調

心理的ケアの必要性 必要あるが対応なし10　不明16

過去か現在に虐待あり　　28件
査 利用者が過去に虐待 今後虐待をする恐れあり　28件
婦人保護施設一時保護部門 を行っていた力府っ
の利用者の同伴児について ている・行うおそれの 必要ない157必要ありケア中59
32か所から回答　子どもあ ある事例への支援実 必要あるが対応なし10不明37
り183名　26か所で同伴児 態
263名（乳児～中・高生） 心理的ケアの必要性

6．本研究の目的

本研究は、上記の基本的理解のもとで、まず警察におけ

るDV相談を端緒とした児童相談所への通告の実態把握、

及びそうした通告における児童福祉上の課題整理を行い、

今後とも増加が見込まれる警察におけるDV相談から児童

相談所への通告について、より効果的な対応のための情報

整理の方策を検討・提案すること、また児童虐待相談にお

けるDV問題の把握状況、警察、婦人相談所からのDV事

案に関係する子どもについての通告、及びその対応状況と

課題について調査し、今後のDV問題における児童福祉領

域での子どもへの効果的な援助に資するための課題整理・

予備的検討を行うことを目的とする。

　　　　　　　　研究方法

　警察におけるDV相談の実態はかなり複雑な様相にある

ことがうかがわれたので、まず、警察でのDV相談を端緒

とした児童相談所への通告について、平成20年度、児童

相談所への通告件数が増加傾向にあり、警察庁から紹介を

受けた5か所の警察本部について、ヒアリング調査を行い、

警察におけるDV相談及びDV相談における子どもの状況、

それが児童相談所への通告となっていく過程、児童相談所

との連携課題等について調査する。

　児童相談所については、アンケート調査により子ども虐

待相談におけるDV問題の把握状況や、警察、婦人相談所

からのDV問題に関係する児童通告の対応状況を調査する。

これらの調査結果から、DV事案における警察と児童相談

所のより効果的な通告・連携の在り方、及び児童相談所に

おけるDV事案についての予備的な課題整理を行う。

　　　　　　　　研究結果

1．警察本部へのヒアリング調査

1）調査対象

　警察庁より紹介を受けた全国5か所の警察本部を訪問し、

児童相談所への通告の担当者にDV相談において認知され

た子ども虐待についての通告状況についてヒアリング調査

を行った。DV相談における児童虐待は、まず心理的虐待

として認知されることが多いと考えられたので、平成

20（2008）年度までに心理的虐待の通告件数が大幅に増加

しているところを優先的に選んで調査を依頼した。ヒアリ

ング調査の主な項目は別紙資料1の通りである。以下にヒ

アリング調査の結果をまとめる。

2）　基本的な確認事項

①警察にはDV通告という分類はない

　警察では児童相談所への通告においてDV相談からの通

告を特に区別しては扱っていない。確かに心理的虐待通告

はDV目撃による子どもの心理的被害、即ち児童虐待防止

法第2条第4号の規定に該当する事案を多く含むが、DV相

談だけを翻IJして心理的虐待としているわけではない。今

回のヒアリング調査に際してDV相談からの通告を改めて
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見直した結果でも心理的虐待による通告の全てがDV相談

によるものではなかった。DV相談からの通告では通告書

の添え書きにDV相談からの認知であることを記載するが、

DV相談そのものの詳細が全て通告書に書かれているわけ

でもない。

②　警察からの虐待通告では確認された虐待事実が記載

　されて通告されている

　一般に虐待通告では、児童福祉法、児童虐待防止法共に、

通告者に対して通告時点での虐待事実の把握およびその種

別の認識・区分を想定していない。虐待種別は虐待の有無

と共に、通告を受理した児童相談所の調査において判断・

決定される手順を想定している。ただし、警察からの通告

においては、通告する警察側で虐待事実がそれなりに識別

されてから通告されている場合も多い。相談者から事情を

聴く際に、何らかの具体的な子どもの被害状況が認められ

た場合には、被害状況に応じて主たる虐待棚IJを部内的に

は鴎IJしている。もちろん、児童相談所への通告としては

種別までを確定して通告している訳ではなく、被害の状況

を通告書に記載していると理解してもらいたい。また具体

的な被害状況は不明確だが心理的虐待だけでない被害の可

能性がある場合には通告書の添え書きにさらなる虐待を受

ける惧れがあると書く場合もある。

③　DV相談からの通告は心理的虐待だけではない

　DV相談ではもちろん心理的虐待が高率で認められるが、

過去の通告をみると、相談で聴取された内容に従い、身体

的虐待、性的虐待、ネグレクト虐待すべての虐待種別が通

告されている。

3）通告件数

　ヒアリング調査対象となった各警察本部では、児童相談

所への児童虐待の通告件数は増加傾向にある。DV相談に

おいては、DVは基本的に子どもにとって心理的虐待の危

険性があるという観点から、家族に子どもがいた場合には、

その子どもの安全に問題がないか注意が払われるようにな

っている。

　平成17（2005）年から21（2009）年10月までの各年（警察

の統計は1月～12月の年統計）の児童虐待での通告件数は、

心理的虐待、身体的虐待、性的虐待、ネグレクト全ての虐

待翻IJで増加傾向にある。今回は特に通告件数の増加が目

立つところを選んでいるが、総件数の増加率は平成

17（2005）、18（2006）年に対して平成2（虚008）年、21（2009）

年10月までの通告件数は概ね3～4倍となっており、かなり

急激な増加傾向にある。心理的虐待は特にDV相談からの

通告が増加しているが、その他の虐待種別においてもDV

相談からの通告が認められる。DV相談そのものも、いず

れの警察本部においても増力田頃向にあるとのことである。

4）DV相談から児童通告に至る対応の流れ

　対応の流れは各警察により、また事例ごとの相談の流れ

の違いにより、様々な対応の流れが認められたが、原則的

に共通した流れは概ね以下のようになる。

①　相談者が警察を訪ねてきた場合の対応の流れ（執務時

　　間内）

　執務時間内であればDV相談担当者が面談の中で子ども

の状況について尋ねる。子どもにも何らかの問題・被害が

認められるか疑われる場合には、DV担当が少年担当に連

絡して相談者の面接に少年担当が同席する場合もある。少

年担当が同席しない場合には基本的な子どもの状況につい

ての調査もDV相談担当者が行う。子どもが母と一緒に来

所している場合には直接子どもの様子を見たり、事情を尋

ねたりすることもある。

　相談者がDV加害者の元で生活しているまま警察を訪れ

た場合、子どもの同伴は稀であるが、複数回の相談になる

ことが多く、その来所に合わせて少年担当が子どもの状況

を聞くために相談者と面接したり、相談者の連絡先を確認

している場合には、少年担当から相談者に連絡をとって子

どもについて事情を聴く場合もある。聴取された子どもの

情報は書面として受付票や情報整理票として関係部署に回

されチェックを受ける。

　こうして得られた情報から通告の要否を判断し、少年課

が児童相談所に通告する。子どもに切迫した現在の被害・

危険が認められる場合には子どもの安全確保が優先される

が、多くは過去のエピソードや経過情報である。

②　相談者が警察を訪ねてきた場合の対応の流れ（執務時

　　問外）

　執務時間外（当直体制）では様々な部署の者が対応する

ので、必ずしもDV相談や少年の担当者が対応するわけで

はない。警察署全体にDV相談対応で家庭に子どもいる場

合には子どもの状況を聴取するよう周知が図られている。

　夜間の緊急保護などの対応では、子どもについての情報

が十分に確認できない場合があり、夜間の対応を含めDV

の緊急対応では子どもの情報確認が後回しになることがあ

り得ることから、DV相談と児童虐待の調査を初めからセ

ットにする対応手順を確認した警察もある。何らかの子ど

もの被害情報が聴取された場合には、それに基づいて通告

の要否が判断され、少年課が通告する。時間外の相談情報

は書面報告として関係部署に回される。

③　近隣からの通報で警察が出動、家庭訪問した場合の対

　応の流れ

　近隣からの夫婦のトラブル等の通報等で家庭訪問する場
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合、その事態がDV問題なのか、単なる夫婦喧嘩なのか、

あるいは別の家族間のもめごとか識別しにくい。通報の内

容や、家庭訪問して事情を聴く中で、子どもが巻き込まれ

ている、あるいは子どもに何らかの被害が及んでいること

が認知されれば、子どもの安全について調査することにな

るが、単なる夫婦喧嘩で既に落ち着いており、申し訳あり

ません、という話であれば、あえて子どもについて尋ねた

り確認したりすることは難しい場合がある。対応について

は個々の現場判断となる。またそれらの対応情報の全てが

DV相談や少年の担当に報告されているわけではない。何

らかのDV問題や児童虐待の疑いがあって、対応・調査し

た事案は報告される。

5）通告についての警察から相談者への事前告知

　DV相談で児童相談所へめ通告が必要と判断された場合

には、原則として通告後の児童相談所の子どもや保護者へ

の対応に配慮して通告することを相談者に告知している。

具体的には相談者に、たとえば、警察から児童相談所へ通

告すること、通告に基づいて児童相談所から子どもの安全

確認、相談者への連絡・調査等があることを相談時に告知

している。相談者への通告の告知は警察署全体での周知事

項となっている。ただし、短時問での電話相談であったり、

相談者が短時間で面接を切り上げたり、相談そのものを中

断して帰ったり、夜問の緊急保護の場合など、必ずしもす

べての事案で結果的に通告の告知ができているわけではな

い。また事後に相談者に連絡をとって通告を告知すること

が難しい事例もある。派出所等での接触や家庭訪問による

調査の場合、その場で通告を判断・告知することが難しい

場合もある。逆に加害者が分かっている場合には直接、加

害者に注意・警告する場合もある。

　DV加害者と相談者が同居中の事案では、通告によって

児童相談所から調査を受けることが、相談者や子どもの身

の危険を増す、相談していることがばれてしまう等の恐れ

から、相談者が児童相談所への通告や相談所からの調査を

強く拒む場合がある。警察としては子どもの安全の観点か

ら通告の必要性・義務等について相談者に説明・説得して

いる。また相談者が児童相談所からの接触を強く恐れてお

り、もしも児童相談所の調査介入があれば相談者や子ども

がより危険になるとの訴えや慎重な調査を要請する相当の

理由がある場合には、通告においてそのことも児童相談所

に伝えている。

6）通告に関する児童相談所との情報交換

　DV相談からの通告では通告時か直後に児童相談所と情

報交換が行われている場合が多い。子どもの所在場所や相

談者への通告の告知の有無、相談者の状態や子どもの被害

状況に関する具体的な内容確認、親子関係やDV加害者に

ついての情報などが主な内容である。これについては児童

相談所が書面によるチェック項目を用意してやり取りして

いるところもある。

7）DV相談から通告となった子どもの通告時点

　　での所在場所

　ヒアリング調査では相談時について以下の4つの子ども

の所在場所について尋ねた。

1．

2．

3．

4．

母と同伴

元の家は出たが母とは別なところで預けられている

母は家を出たが、子どもはDV加害者のもとに留ま

っている

母子ともにDV加害者の元で生活している

　回答は一か所を除いて1、4、2、3、の件数順であっ

た。1か所のみ4が7割を占めていた。また相談時点では

母と同伴で家を出ていたが、後にDV加害者の元に母子共

に帰っている事例がけっこうあるとの指摘もあった。また

3の状況で逃げてきた母から、どうしても子どもを連れて

来れなかった、子どもを連れてきてほしいとの要請を受け

た場合、DV加害者が常に子どもに対する明白な虐待者で

あるとは限らず、対応に苦慮することがある。

8）児童相談所へ通告する基準

　原則的にはDV家庭に子どもがいたことが確認された場

合、子どもへの心理的影響を考慮して、専門知識を有する

児童相談所へ通告している。通告の対象は原則的には全事

例がその対象として扱われる。ただし、以下のような子ど

もの状況については一律に対応するだけではなく、介入的

な対応についての判断が分かれるところもあり、一部の県

では事例によって、あるいは児童相談所との協議において、

検討されてきた経過がある。

1心理的虐待をめぐる状況に関して1

①高年齢の子ども

　年齢が16、17歳と高く、心理的虐待の影響をあまり受け

　ていないと判断される子どもの場合、通告しない事案が

　ある一方、心理的虐待は一見して判断できるものではな

　いので、同居の状態、暴力の目撃の状況等を考えて通告

　する必要性があるかどうか検討されてきた。

②　別居生活している子ども

　DV加害者と一緒に生活していない子ども、DV問題の

　現場にいなかった子どもについても、被害状況が確認さ

　れず、関係なかったとして通告しない場合と、家庭から

　避難するまでの経過でDVに遭遇して心的外傷を負って

　いる可能性が否定できない場合があり、通告する必要性

　があるかどうか検討されてきた。
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③0歳児

　乳児など年齢の低い子どもの場合、DV目撃の影響を

　具体的に確認できない。別室で寝かせていたなど直接の

　DV目撃にも当てはまらない場合もあり、通告されない

　事例もある。ただし現在の状況で具体的な被害は確認で

　きなくても、今後、同居状態や、夫婦のやり取りが続く

　ことにより、将来に更なる虐待を受ける危険性があると

　の理由で通告することが多い。

④　すでに家を出て保護されている子ども

　すでにDV加害者の元から離れて、さらなる被害を受け

　る危険性が無いと判断される事例について通告するか

　どうか今後の検討課題の一っである。（ただし、6）にあ

　るように、警察への相談時点では家を出ていても再び家

　庭に戻ることもあり得る中で、認知した状況で判断する

　ことが難しい場合もある。）

［心理的虐待以外の虐待の兆侯が認められた場合1

⑤　心理的虐待以外の虐待被害にあった子ども

　心理的虐待以外の身体的虐待、性的虐待、ネグレクト等

　の兆侯が事情聴取の中で判明した事例についてはその

　虐待事実で通告している。

9）通告後の児童相談所との連携・情報共有

　大半の警察が、通告直後の児童相談所の対応経過につい

てのフィードバック情報は得ていないと回答している。児

童相談所のかかわりが終結した時点での措置結果通知書を

受け取っているところはあるが、直後の経過についてのフ

ィードバック情報のやり取りは組織的には行われていない。

母子が保護先から加害者の元に戻った場合や、何かの事情、

必要性がある事例では随時情報交換が行われている事例も

ある。

10）DV相談事例についての要保護対策地域協議

　　会との連携状況

　市町村が運営する要保護児童対策地域協議会との連携に

ついては、地域ごとの協議会の運営状況、情報交換や情報

管理状況にばらつきがあり、また具体的な事例を扱うケー

ス検討会議に警察が直接参加する機会は極めて少ないのが

一般的現状である。通告についても児童相談所への通告で、

市町村に通告はしていない。DVの相談対応では市町村の

相談担当者からの連絡もあるが、児童虐待に関しての連携

は児童相談所中心である。

11）児童相談所との連携における課題

　各警察本部で聴取した児童相談所との連携で感じる課題

の概要をそれぞれ以下に列挙する。共通する内容は一つに

まとめてある。

①

●

●

●

児童相談所の体制等

児童相談所の数は増えているが、人員数、職員の専門

性や配置強化については課題あり。通告の増加に対応

しきれていないのではないか。また児童相談所間の格

差を感じる。

人事異動による担当者変更が多く対応や連携の体制

が安定しない。

DV目撃による心理的虐待の通告をはじめ、DV相談

に関する子どもの状況・安全について警察は意識・姿

勢を変えてきており、結果的にそれが通告件数の増加

につながっていると認識しているが、児童相談所は対

応しきれていないという実情を聞いている。

②事例を通じた連携で

●　警察が児童相談所に情報提供を求めた場合、対応に児

　　童相談所間、地域間で格差がある。

●　警察として援助要請には積極的に対応しているが、身

　　柄付通告が必要な事案で児童相談所に協働を呼びか

　　けても消極的な印象を受ける。業務多忙は承知してい

　　るが、それでも消極的な印象を持っている。

●　児童相談所が既に一時保護の必要性を判断している

　　事例で、警察からの身柄付保護の要請を受けることが

　　あるが、なぜ職権保護をしないのかと感じることがあ

　　る。

●　夜問の身柄付通告の事案で一時保護所の定員や職員

　　配置の問題を理由に保護が円滑に進まないことがあ

　　る。

③　情報共有について

●　各署でさまざまに工夫がなされているが、身柄付通告

　　した事案を、自宅に戻した場合、再度事件に巻き込ま

　　れる可能性もあるなど、通告した事案の初動について

　　の情報共有が適切になされる必要性を感じる。

●　夜間対応における情報共有の必要性を感じる。

●　通告以降の対応経過の情報共有があれば、通告の精度、

　　要点などがより整理されるのではないか。

●　母子の避難場所については情報管理によって秘匿さ

　　れている場合もあり、市町村を含む関係部局全体の情

　　報交換が必要である。

●　通告後の児童相談所の対応経過における情報のフィ

　　ードバックは今後の課題であるが、警察にとっては事

　　件捜査、生命・身体の安全保護が警察本来の担当事項

　　であり、継続的な支援は本来の担当事項ではないと認

　　識しており、重大事件に発展する危険性があるような

　　場合と、そうでない一般的な経過を区別しておかない

　　と、すべての事案のフィードバックを受けても警察と
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してどう対応できるかは疑問である。

④制度上の課題

●　DV法の一時保護と児童福祉法の一時保護で、親権

　　者・保護者への告知義務に違いがあり、難しい。

●　DV加害者の抵抗が予想される子どもの安全確認や

　　職権保護に際しては、児童虐待防止法第10条に基づ

　　く援助要請により適切に対応することを考えている。

⑤　DV相談が持つ課題

●　DV相談では相談者の申告が基準になって対応が行

　　われる。子どもは自分の意志で相談者のように避難や

　　申告ができない立場にあり、児童虐待の視点から児童

　　相談所の積極的な介入が必要である。

●　DV相談は加害者以外に相談者の意思によって対応

　　が左右される。必ずしも子どもが主人公ではなく、ま

　　た相談者の意思が尊重されるので家で大丈夫という

　　ことであれば在宅が続くし、いったん母子で家を出た

　　としても帰るということになれば子どもも一緒に帰

　　ることになる。

●　被害者が被害申告せず、単なる夫婦喧嘩と説明された

　　場合、DV問題なのかどうか識別・判断しにくい。

●　市町ホ桁政のDV担当と児童相談所の連携が分かり

　　にくい。

●　0歳児の心理的虐待はどう取り扱えばよいか迷うこ

　　とがある。

●　DV家庭の子どもたちや被害者は、緊急性とは別の視

　　点での生活支援や子どもへの心理的援助など、長い目

　　で見た支援が必要と考えている。心的外傷による

　　PTSDなども長い時問経過の中で現われてくる問題

　　と認識している。通告直後の状態把握で問題がなけれ

　　ば、いったん児童相談所の対応は終結していると思わ

　　れるが、長期の見守り支援が課題ではないか。

⑥その他

●　ヒアリングで回答したすべての項目が課題であると

　　の認識をもっている。

●　DV加害者による、あるいはDV家庭での子どもへの

　　身体的虐待、性的虐待、ネグレクトについて、事例は

　　あるが、実態把握や継続的な件数把握はしていない。

⑦　警察からの質問と調査時点での回答

●　Q：DV加害者への児童相談所による指導はどうな

　　っているか。

　A：児童相談所における児童虐待相談においては、親

　子関係の修復、不適切養育の改善のために家族調整や

　指導を行い、家族再統合や親子関係の再調整を試みよ

　　うとしている。これに対してDV相談の場合には、相

　談対応の目的が、まず被害者を守ること、被害者の保

　護にあり、加害者と被害者の調整や、加害者への支援

　はまた別の課題として考えられる。また児童相談所に

　DV加害者が接触してくる場合にも、加害者の主な目

　的は子どもとの関係より被害者との関係に焦点が置か

　れた接触であることが多く、児童相談所の子どもへの

　支援・指導意図とは目的が異なるため、援助としての

　関係は成り立ちにくい。

●　　Q：市町村DV担当と児童相談所の連携はどうなっ

　　ているか

　A：DV相談と児童虐待問題が重複している事例の場

　合、双方の情報交換が持たれる場合がある。ただし、

　DV相談では、被害者を守ることが目的であり、また

　被害者の申告に応じて対応方針が決定されることを基

　本としているのに対して、児童福祉では子どもの安全

　　を守ることが目的であり、子どもの意向、保護者の意

　向にかかわらず、子どもの安全については児童福祉機

　関としての判断に基づく対応が基本である。こうした

　対応課題、優先順位の違いを十分に認識することが必

　要である。

●　Q：児童相談所における「相談」と「通告」はどう

　　違うのか

　　A：特定の個人が識別される形でもたらされた子ど

　　もについての’し酒己な情報は原則的にすべて「通告」と

　　して受理することになっている。受理された上で、虐

　　待にあたるような子どもの安全についての問題が認

　　められるのか、そうでないかが調査によって判断され、

　　それに基づいて対応が進められる。ただし、情報をも

　　たらす側の近隣住民や関係機関の思惑としては、直ち

　　に介入的な対応が展開する「通告」として反応して欲

　　しくない事前相談の段階を設けたい意識がしばしば

　　認められ、両者に温度差がある。

　　　「通告」に対して「相談」というのは特定の個別事

　　例に関してではなく、一般的な状況判断や体制等につ

　　いての情報交換、意見交換、確認作業の場合である。

2．アンケート調査の結果

　調査は217か所中130か所の児童相談所から回答があり、

回収率は60％であった。以下に各分野ごとの結果を示す。

1）虐待相談におけるDV問題の関与・並存状況

　回答があった133か所の児童相談所における平成

20（2008）年度の虐待相談受理件数、そのうちDV問題の関

与・並存が相談対応のいずれかの時点で確認された事例の

件数を表2．で示す。今回、回答のあった全虐待相談件数

24，260件の7．3％、1，759件に何らかのDV問題の関与・

並存が認められている。これを平成20年度の全国の児童
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相談所の虐待相談件数42，662件に対比するとその7，3％は

約3，000件となり、相当の件数が児童虐待問題とDV問題

の両方を抱えていることが分かる。

表2．平成20年度　虐待相談とそのうちDV問題を

　　いずれかの時点で確認した件数（130児童相談所）

身体的 ネグレ 性的 心理的
合計

虐待 クト 虐待 虐待

虐待相談
9076 8690 799 5695 24260

受理件数

そのうち

DV問題
をいずれ 491 171 39 1069 1759

かの時点

で確認

構成比 5．4％ 2．0％ 4．8％ 18．8％ 7．3％

以下の図1，に各虐待種別におけるDV問題の関与示す。

またその構成比を図2，に示す（75％のところで棒グラフ

は切られている）。当然のことながら心理的虐待に占める

DV問題の関与・並存の比率が高いが、ここではむしろ、

すべての虐待種別においてDV問題の関与・並存が認めら

れている事例があること、特に身体的虐待の5．4％、ネグ

レクトの2，0％にDV問題の関与・並存がみられることに

も注目したい。これらの虐待相談における主たる虐待者と

DV問題の加害者とは必ずしも一致しない可能性がある。

また性的虐待の4，8％にDV問題の関与・並存が認められ

るた。これはバンクロフトが指摘したことで注目され初め

ているDV加害者による近親姦に該当する事案であるとみ

られる（Bancro＆，L2002）。

これらの数字は現段階で児童相談所が何らかの理由で認

知し得たDV問題の件数であり、さらに潜在するDV問題、

DV構造による問題をもつ家庭はもっと多いものと想定さ

れる。

　　、劇．、，」z”8．囎、、1759
100％イ
　　罫　　　　　　　　　‘プ
　　1　・
　　ヨ　タ
　　し，　一　　マ・”r
95％考4

　　垂

　　i．＿
go％多

　　萎・　　　　　　　　　　　　　　惹そのうちD》問題をい

／輪が勢

図2．平成20年度虐待相談棚ll件数に占めるDV問題

　　の構成比

2）DV問題が関与する被虐待児の年齢・性別

　DV問題による通告およびDVが伴う虐待問題で通告さ

れた子ども礫拐IJ別、年齢別、延べ人数を表3．で示す。

これを就学前、小学生、中学生　中卒年齢に再分類したも

のを図3．で示す。

表3．DV問題による通告およびDVが伴う虐待問題

　　で通告された子どもの性別年齢別延人数

0歳 1・2歳 3・就学 小1 小2 小3 小4

男 71 143 267 85 53 54 64

女 54 133 259 89 64 70 49

計 125 276 526 174 117 124 113

小5 小6 中1 中2 中3 中卒 合計

男 66 53 65 47 44 56 1068

女 55 55 53 69 49 61 1060

計 121 108 118 116 93 117 2128
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　　ずれかの時点で確
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麟
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．男
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図1．平成20年度虐待相談種別件数とDV問題の関与
図3．DV問題による通告およびDVが伴う虐待問題で通
　　　告された子どもの杢甥IJ・年齢段階別延人数
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　DV問題による通告およびDVが伴う虐待問題で通告さ

れた子どもの年齢は、児童期全年齢に及んでいる。男女差

は無く、年齢の低い子どもが占める比率が高く、0歳～就

学前までで43。6％（927人）、0歳～小学生までで79，2％

（1684人）に達している。中でも0～2歳までの子どもは

401人（18．8％）おり、これらの子どもは母子で家を出て

いるか、保育所等の所属が無ければ、在宅状態のままで、

その所在確認、安全確認に困難が予想される子どもたちで

ある。

3）DV問題、DV相談からの児童相談所への通告状況

DV問題による相談窓口、ないしは関係機関、関係者か

ら児童相談所への通告状況を図4．に示す。平成20（2008）

年度の相談受理状況を見る限り、警察からの通告が圧倒的

に多い。次にはDV被害者、福祉事務所、婦相などが続く。

配偶者暴力支援センターや女性相談窓口など、DV相談の

受付窓口からの通告はあまり多くない。いずれも相談実態

や件数状況が分からないので詳しいことはわからないが、

被害者自身の任意の相談意志をキーにしている女性相談窓

口では、在宅状態での危機的な状況での被害者自身の大変

な状況や相談、子どものことが相談されたとしても母子一

体での動向が相談の中心課題であり、子どもの状況だけを

区別して児童相談所に通告するということにはなりにくい

のかもしれない。

議通告件数　膨延べ人数

i1200ギ1轡

…　　1雛
i　1000

ミ

i　800

l　600

1400
1ミ
i　200

i　o

i
ミ

i
i
i

　図4．

　　　　　　＿2渦叢よ、盤，…多53、17薦．6叢⊥．職醗
＿＿：1J45一一一＿＿．＿一＿一．＿＿，、．一重．34

　　　　　83

DV問題、DV相談からの児童相談所への通告受理件数と子どもの延人数（平成20年度　数値は延）

4）警察・婦相でのDV相談からの通告状況

　警察でのDV相談は、警察署への被害者の直接来署によ

る相談、保護等の場合から、派出所など地域での相談対応、

さらには電話相談や110番通報による家庭訪問まで多岐に

渡る。DV相談は様々な接点全体では、年間約7万件の相

談接触があると言われている。（統計上の報告件数では平成

21年3月12日の警察庁の状況報告による警察での配偶者

からの暴力事案の認知件数は平成20（2008）年で25，210件、

女性24，808人、男性402人である。）

　DV相談では当事者の年齢、経過から、家庭に子どもが

いる確率が比較的高く、またその子どもが何らかの家庭内

暴力に巻き込まれていることが児童虐待にあたるとして、

警察から児童相談所への虐待通告が急増している。平成17

年度から20年度の警察と婦相でのDV相談からの児童相

談所への通告受理件数の推移を図5．に示す。

1400　・

＿上．

1000

800

600　・

400…

ZOO　・

0

Z26

555

鈴

“ゆ一警察

燕駅婦相

、54

50
55＿、．＿鍵一一・一磯・・6

平成17年度　平成ユ8年皮　平成19年度　平成20年度

図5．平成17年度から平成20年度までの警察・婦相

　　でのDV相談から児童相談所への封国件数の推移
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　婦相からの通告も平成17年度から20年度までの3年間

で、54件から106件と1．96倍の増加を示しているのだが、

警察からの通告は150件から1196件と7，97倍の急激に増

加している。この背景には、平成18年度の児童虐待への

対応についての通達、平成19年度の警察のDV相談対応

マニュアルの整備等により、警察におけるDV相談におい

て、家庭に子どもが居ることが分かった場合、児童虐待と

しての吟味と児童相談所への通告が基本的対応としてより

一層整備された経過が反映されているとみられる。＊）

　＊）全国児童相談所の平成8年調査と平成20年調査の比較では

　警察からの通告の構成比は10．6％から17．6％、通告件数は

　1，045人から1，738人と1．7倍となっている。か

5）警察でのDV相談からの通告事例の概要

　警察でのDV相談からの通告事例におけるDV問題と子

どもの被害の概況、心理的虐待のおそれとして通告された

事例におけるDV問題に伴う子どもの被害状況について図

6．に示す。

　なお、警察でのDV相談と警察から児童相談所への通告

状況については別に警察本部へのヒアリング調査の項を参

照されたい。

135　　8

　　　　　　　　㌧962
一ハ4こ‘る心≡…的凄待の7iそれ　　　　肋以外の触法，真狂、要儒護で

　　　　　　【y、煮！餐の指摘あるもの
懸その燦過管瞬劉降：こンv訴え等

　227』…　一11『
まぬ

1斐1翫、

〆ノ！

〆　 客「

図6．警察からの通告事例におけるDV問題の概況

　　其の他通告事例でのDV問題の状況

　警察からのDV問題に関する通告の中心は心理的虐待の

おそれによるものである（962件：87．1％）。ただし、通告

の内容をみると、子どもへの身体的虐待への言及があった

ものが227件、性的暴カヘの言及があったものが6件含ま

れており、心理的虐待以外の虐待の関与に言及しているも

のが233件（24．2％）、子どもへの直接の暴力は無いもの

の子どもががDV事態に巻き込まれ、影響を受けていると

の訴えが含まれるものが235件（24．45％）、また母の養育

に問題が生じているものが64件（6．7％）含まれている。

　DV問題以外に触法や虞犯、要保護児童の通告等でDV

問題の指摘があるものが135件、警察からの通告受理以降

にDV問題の訴えがあったものが8件報告されており、い

わゆる児童虐待防止法が定義するDV問題による心理的虐

待のおそれを主たる事由とせず、他の要件で警察からの通

告を受理した相談にDV問題が伴うものが143件あった。

6）警察でのDV相談からの通告における子どもの居場所

　警察からのDV問題での通告を受理した児童相談所とし

ては、まず子どもの所在と安全の確認が課題となる。これ

にっいて警察からの通告時点での子ども所在場所の状況に

ついては、図7．に示すとおりである。

　合計通告集計件数1061件中、子どもが何らかの形でDV

加害者の元を離れているものが395件（37．2％）であるの

に対して、DV加害者の元に留まっているものは589件

（55，5％）ある。そのうち子どもだけがDV加害者の元に

とどまっているものは63件（5．9％）である。

7）警察による子どもの状況確認

　通告時点での警察による子どもの状況確認の状態につい

ては図8，に示す通りである。回答があった902件中何ら

かの現認がなされたものは計429件（47．6％）あり、家庭

訪問による現認も235件（26．0％）ある。子どもの状況に

ついては未確認な通告は456件（50，6％）で、概ね通告件

数の半数が何らかの状況現認を受け、半数は未確認状態で

あることがうかがわれる

8）相談者への警察での通告の告知状況

　図9，はDV相談にける警察から相談者への通告の告知

状況を示す。

警察でのDV相談において、子どもに虐待被害のおそれが

あり、警察が児童相談所に対して通告を行う場合、その時

点で相談者に児童相談所への通告を告知しているかどうか

は、これまでしばしば話題になってきた。というのは、通

告を受理した児童相談所が子どもの状況確認のために保護

者と連絡を取ろうとする際に、何も知らない保護者は、ど

うして児童相談所が自分たちのことをどこで知り、子ども

の何を知ろうとして動いてくるのか、誰からの通告があっ

たのかなど、強い戸惑いと不信・抵抗感を生じ、しばしば

児童相談所が子どもの安全確認、保護者との接触に困難を

きたす事態が生じている。またDV加害者の下で母子が暮

らしている場合、児童相談所が母子に接触することにより、

却って母子を危険にさらす危険性もあり、母子への接触に

は慎重な配慮を要する。こうした理由から、児童相談所と

警察の間で通告についての相談者への告知がしばしば課題

として取り上げられてきた経過がある。回答のあった1075
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件中、通告受理の時点で警察から相談者への通告の告知が

確認されているものは517件（48．1％）、相談者への通告

の告知はしていないと

確認されているものは105件（9，8％）、いずれか不明のも

のは453件（42．1％）であった。
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図7．警察からのDV問題に関連する通告における

　　　通告時点での子どもの所在場所
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図8．通告時点での警察による子どもの状況確認
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図9．通告時点での警察からDV問題相談者

　　への児童相談所への通告の告知状況

9）通告受理した児童相談所からの所在確認と安全確認

　通告を受理した児童相談所は直ちに子どもと保護者の所

在を確認し、子どもの安全確認、保護者からの事情聴取に

入る。

表4。に通告受理した事例についての子どもの所在確認の

状況を示す。さらに表5．に、表4，で所在確認した事例

のうちの子どもの安全確認の状況を、表6．に所在確認し

た事例のうちの保護者への調査の状況を示す。さらに表4．

の子どもの安全確認のうち直接確認と間接確認の状況を表

7，に示す。

　それぞれの表の「主な理由」の項は自由記載の欄に記入

があったものから、主な共通項目をまとめたものである。

表4．子どもの所在確認の状況

13 12騎

シロ吟一；苅

禰
44 4α瓢

、

一

日　　　　一 1031 941男

所在磯齢た
力懸きず 8 07覧 ご謝

コ

螢 1

湘
管剛南出1訪行鋤撹ず

表5．所在確認した子どもの安全確認状況

表6．所在確認した子どもの保護者調査の状況

　　内容　　　　　　　　　　　主屡曲

贈
　　　　　　　　91．（％

　　　　　　　田

表7。子どもの安全確認の内容

　以下の図は、表4．から表7，までの状況を図示したも

のである。それぞれに回答数が微妙に違っているが、概ね

通告受理したものの94．1％は子どもの所在が確認されて

いる。通告時点で相談時からかなり時間が経過していたり、

当人らが所在を隠して移動していたために所在の確認がで
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きなかったもの、連絡先そのものが失われていたものを含

め、所在確認ができなかったものは、5，9％（65件）であ

る（図11）。さらに図11．では保護者への調査状況、子ども

への調査状況も示す。保護者への調査実施は574件中526

件で91．6％である。子どもへの安全確認の実施状況は、回

答があった993件中安全確認を実施したものは955件で

96．2％である。それぞれの対応の主たる理由は上記表4～

7，に記載の通りである。

　子どもへの安全確認の実施内容は、図12．の通りである。

全回答数999件のうち直接確認による安全確認を行なった

のは483件で48．3％、問接確認が516件で51．7％でほぼ

半々となっている。6）の図7．にあるように警察に相談

があった事案の約半数がDV加害者と共に子どもが同居を

続けている状態にあるところからみると、子どもの居場所

と児童相談所の安全確認が直接か、問接かとは何らかの関

係があることが予想されるのだが、今回の調査ではその相

互関係は分からない。元の通告の所在確認1031件からみ

るとそのうち999件、96．9％の子どもが直接か間接の安全

確認に至っていることになる。

踏所在確認不能

痔乗鶴査

嫡所在確認した

鳳所在確認を試みた　　　　13
が確認でさ　　　　　　　44

　　　　
　　　　　鯨保蹟者への
　　　　　謁査衆実施
　　　　　砺保蹟者調査
　　　　　実施

526

　　　め
　　　　齢子どもの
　　　　　費全確認の衆
　　　　　実施
　　　　　安全確認実施

綴直接確認　懸間接確認

516

483

図12．子どもの安全確認の内容

10）通告受理後の児童相談所の対応状況

　表8．は警察からの通告受理後の児童相談所での対応経

過の概要である。表8．を図示すると図14，の通りとなる。

回答のあった1108件中、通告受理後の初動対応で、問題

なしとされた230件を中心に321件、29．0％が初初期調査

の段階で対応を終結している。それ以外の事案では、385

件が何らかの助言指導を経て対応が終結しており、対応件

数としては最も多い。その次には何らかの継続指導の後に

終結している148件である。その他計79件が本調査時点

で何らかの継続指導中、62件が初期の調査中か状況のモニ

ター中、そして33件が一時保護か施設入所中といった状

態である。また34件（3．1％）が警察からの通告以前に別

の相談で援助中の事例であった。っまり、過去に相談歴の

あった事例が何件含まれているかの情報を調査で確認して

いないのだが、少なくとも通告事例の96，9％が警察からの

通告で今回、児童相談所が新たに御対応に入ることになっ

た事案であったということになる。

図11．子どもの安全確認の実施状況

表8，警察でのDV相談からの通告受理をした事案のその後の児童相談所の対応経過

対応内容：大項目 ・応内容・小項目 数 小計 成比

DV問題による具体的な子ども
の援助二一ズを認めず終結

調査不一 9
321 29．0％保量者に相談意思なし 82

舌査結果問日なし 230

DV問題による子供の援助二一
ズ認め相談援助

助言指　して終結 385

707 63．9％

継続指　して終結 148
元の夫婦のもとで｝　　中 35

DV加害者のもとで指 19

DV加害者以外の保護者のもとで旨　中 25

現在一時保護中　施設入所中 33
奮査　　（モニター中含） 62

DV問題とは直接関係しない別
の援助二一ズ認め相談援助

助言指　して終結 23

80 7．2％

継続指導して終結 20
元の夫婦のもとで指　　中 6
DV加害者のもとで指　　中 5
DV加害者以外の　　護者のもとで指　　中 15

現在一時保護中　施設入所中 8
調査中（モニター中含） 3

再掲 警察からのDV通告以前から別の発端で相談援助 34 3．1％

合　　計 1108 1108
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707

80

④撒DV問題による具体的な子どもの援助

　二一ズを認めず終結
⑧撚DV問題による子供の援助二一ズ認め相

　談援助
◎鱒DV問題とは直接関係しない別の援助
　二一ズ認め相談援助

調査結果間題なし　繍■■醐■■臓■閣■■■劇■■■■■■鱒■■■■■■■■臓

保護者に相談意思なし　繍■■闘■■剛■■■■

　　　調査不能鎖
④　　　6　5。　、1。一1あ幽’25。

3211　　　　調査中（モニター中含）醐胴

　　　　現在一時保護中施設入所中　灘

　　　脚加害者以外の保護者のもとで指一繍

　　　　　D1加害者のもとで指導中　難

　　　　　元の夫婦のもとで指導中　繍睡

　　　　　　　継続指導して終結獺■■■繭■臓

　　　　　　　助言指導して終結　獅■■■■劇■■■■■鱒■■■■臓■■■■i

　　　⑧　　　　　ぴ価－一一齢一諭…義』

　　　　調査中（モニター中含）　口■■

　　現在一時保護中施設入所中　繍■■■闘■■縢

脚加害者以外の保護者のもとで指導中　幽■■■臓■■■■■■■臓

　　　園加害者のもとで指導中　旧■■■嘆

　　　元の夫婦のもとで指導中　翻■■■膿

　　　　　継続指導して終結

　　　　　助言指導して終結
◎　　　　　も一’”ぎ”霜’一1ボ2。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、…．1．

図13．警察でのDV相談から通告された子どもについての通告受理後の児童相談所の対応経過

鵬

25

11）婦人相談所からの通告・相談事例

婦人相談所からのDV相談事例の児童相談所への通告・相

談は、3）の図4。に見るように警察からの通告に比べるとは

るかに少数である。しかし4）の図5．に見るように、その増

加率は警察からの通告ほどでないにしても平成17年度に比

べて平成20年度は約2倍に達している。また婦人相談所の

DV事案は、警察のDV相談と違って少なくとも相談者は子

どもと共にDV加害者の下を離れていったん相談機関の保護

下にあることが基本となる。図14．は、婦人相談所から児童

相談所へのDV事案での通告における子どもの居場所の状況

である。警察からの通告と違って、在宅の相談事案は無く、

大半が母子同伴での保護事例である。ただし家に残して来た

子どものことが心配との通告も135件中22件（16．3％）あ

る。

嬢母と同伴

騒母と別な場所（親族

施設等）

馨DV加害者と子のみ

同居

22

105

図14．婦人相談所から児童相談所へのDV事案の通告

　　における子どもの居場所（平成20年度）

12）婦人相談所からのDV事案での通告・相談の内容

婦人相談所から児童相談所への通告・相談があった事例の

うち、子どもがDV加害者から何らかの被害を受けたことが

報告されているものは、133件中111件：83，5％　に上る。

もっとも多いのが身体的虐待の76件（57．1％）、次に暴言や

懲罰的発言を受けてきたことによる問題、その他、恐怖等、

の心理的虐待にあたるものが26件（19．5％）、性的な虐待が

8件（6．6％）である。（図15，）

4

22

76

簾身体的虐待

禦性的虐待

翻暴言・懲罰的発言

8その他恐怖等

騰指摘なし

図15，婦人相談所から通告のあったDV事例における

　　子どものDV加害者からの被害状況

婦人相談所から児童相談所への通告・相談があった事例の

うち、母からの何らかの子どもの被害について相談のあった

状況を図16．に示す。有効回答118件中44件（37．3％）に母

からの子どもの被害についての相談があった。元の133件全

件数に占める率にしても33，1％となり、婦人相談所から児童

281



日本子ども家庭総合研究所紀要　第46集

相談所に通告・相談が寄せられる事例の3～4割の母子に子

どもの安全についての問題が認められる程度のトラブルが生

じていることになる。もっとも多いのはネグレクト21件、

次に身体的虐待12件、心理的虐待10件が続いている。性的

虐待1件はDV問題離脱後の子どもの性被害について母の養

育責任が問われたものと想定されるが、詳細は不明である（図

16．）。

　　　　　　　　　12

74

　　顕身体的暴力10

燕性的被害

　　幾心理的被害

㌧21
　　瓢ネグレクト

纏指摘なし

図16．婦人相談所のDV事例における子どもの母からの

　　被害状況

　図17．は婦人相談所から児童相談所への通告・相談があっ

た事例における母の援助二一ズの状況である。有効回答132

件のうち何らかの援助二一ズがあるとされたものは、71件

（53，8％）である。養育能力、養育態度における課題がそれ

ぞれDV被害による精神不安のための育児困難と同じ程度の

割合で認められており、直接にDV被害による精神不安定が

認められないものの、子どもの養育に何らかの課題を持って

いる母が多いことが認められ、DV被害での相談において母

の養育支援が重要な課題であることが認められる。

　　　　7　　　　　　　　　20　　　謄【y被害の精神不
　　　　　　　　　　　　　安による育児困難

　　　　　　　　　　　　　競養育能力の問題
　　　　　　　　　　　24
　　　　　　　　　　　　　鱗養膏態度の問題

i61 　　　　縢特に授助二一ズ無

　　　　し

～20　綬の他

図17．DV問題で婦人相談所より児童相談所に通告・相談の

　　あった事例における母の援助二一ズ

　図18．は婦人相談所から児童相談所への通告・相談があっ

た事例における子ども自身の援助二一ズである。有効回答

106件中、特に問題なしと心理的被害が最も多く各34件

（32．1％）、その他、対人・社会的不適応や発達支援が必要な

状態等の事例があり、概ね8～9％台である。母の養育上の問

題や援助二一ズの高さは、子どもの側からの援助二一ズとし

て直接的な数字となっては表れていないようにみえるが、発

達支援や対人・社会不適応は、育児支援の二一ズの高い保護

者には相当に負担となることが想定さえる。また8件が母子

のDV加害者の下への帰宅による子どもの被害の危険となっ

ている。通常、婦人相談所の母子の事例では、子どもはDV

加害者の下に居ないことを想定して対応を考えるが、7，5％の

子どもについてはさらにDV加害者との再同居による危険が

通告・相談となっていることが認められる。

糾、羅麟

12

　　　麗D　V目撃による心理

　　　的被害
　　　獅母の帰宅による被害34
　　　の危険
　　　紹対人・社会不適応

　　　暴力
　　　磯発達支援上の課題

＼．8 纏その他の問題

・特に問題なし

図18，DV問題で婦人相談所より児童相談所に通告・相談

のあった

　　事例における子どもの援助二一ズ

考察

1．DVは多層的に母子にダメージを与える

諸研究の情報をまとめるとDVは三重の損傷をその家族で

ある母子にもたらす。

①DV加害者による実際の加害行為とその脅威：加害行為に

は身体的暴力、性的暴力、暴言・脅迫等の情緒的・心理的暴

力があるが、それらによる直接の母の被害、子どもの被害、

及び母への加害行為を子どもが目撃すること、あるいは母を

屈服させ、支配するために加害者が母の前で子どもへの加害

行為を行ったり、母に子どもへの加害行為に加担させたり、

子どもに母への加害行為を見せたり、子どもに母への加害行

為を強制すること等による被害と損傷がある。また母子が家

庭を一旦離脱し、離婚や親権の裁判が開始された後も、母子

への非難・追及や直接の追跡の危険として現実の脅威と影響

力が持続するものもある。

②DV被害による直接的な後遺症：そうした被害によって生

じる母、子それぞれの心身に生じるトラウマ性の適応障害、

離脱後も続く後遺症、PTSD、及びそれら適応障害や後遺症

のために生じる母子関係や養育上のトラブル、母から子ども

への不適切養育、子どもから母・同胞への暴力等がある。も

ちろんこうした母子の問題には、DV問題とは別に元々、母

の養育能力や父母の子どもへの養育能力に何らかの問題が認

められる場合もある。しかし、その場合にもDV問題は子ど

もへの養育状況をさらに悪化させる危険性が高い。
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③DV加害者の支配・攻撃による価値観・人生観・対人感覚

の歪曲と損傷：DV加害者との同居生活において強制的に体

験させられ、押しっけられた持続的な精神・情緒的否定や暴

力と脅迫による支配、屈折した依存を伴う拘束的で病理性の

高い愛情・忠誠・服従関係の強要、健康な母性の否定による

価値観・人生観・対人感覚の歪曲と損傷がある。特に幼少期

からDV問題のある家庭で育つ子どもは、DV加害者の支配

する世界観・価値観しか知らずに育つ。こうした子どもは生

活全般においてDV加害者が支配する価値観、行動規範を植

えつけられて育つことになり易い。子どもが家庭外の世界を

知って物事を相対的にみることができるようになるのはずっ

と大きくなってからである。

　DV加害は配偶者である女性とその子ども、そして母子関

係を深く傷つける。子どもはその事態を相対的に評価するこ

とも対処することも難しく、選択の余地なくそうした体験を

生きざるを得ず、心身に重大なトラウマと学習性の痕跡を残

すことになる。DV離脱後にも一定数の母が子どもに加害行

為をしてしまう、あるいはイライラした子どもが母や家族・

きょうだいに暴力を振るうという事態はそれだけがすべてを

説明するものでないとしても、DV問題に共通してみられる

母子関係損傷の後遺症のひとつとみるべきであろう。

2．DVによる子どもの被害

　子どものDV加害者からの直接被害については、過去の調

査研究においても身体的虐待が半数近くに見られるなど、

DV目撃による心理的虐待だけではない多様な直接的被害が

あることが知られてきた。本研究の調査でも警察からのDV

問題関連の通告のうちDV相談からの児童相談所への通告事

例（1105件）において、「心理的虐待の疑い」か「さらなる

虐待を受ける惧れ」に加えて23．6％（227件）に身体的虐待、

0．6％（6件）に性的虐待、6．9％（64件）に母の養育上の問

題が認められており、警察でのDV相談という限られた時間、

場面の聴取だけでも様々な子どもの直接被害が認められてい

る。。またDV相談を端緒としない触法や虞犯、要保護児童

の通告においてDV問題が伴っていた事例は143件（事後に

判明8件と通告時点で分かっているもの135件）となってお

り、比率的にはそれほど高くは無いにしても、子どもの非行

を初めとする要保護児童問題の背景にもDV問題が存在して

いることが報告されている。

　婦人相談所のDV事例のうち、児童相談所への相談・通告

があった事例では、その8割（83．5％）を超える子どもに何

らかの被害があり、半数を超える57．1％に身体的虐待被害が

認められ、3割強（33．1～37．3％）の子どもに何らかの母か

らの不適切養育が認められている。もちろん、これらは婦人

相談所が扱うより多くのDV事例のうち、子どもについて問

題があった事例だけを母数にした数値である。また警察から

の通告についてもいずれもが母からの自己申告があり、かつ

対応機関が通告に値すると判断した事例が母数となっている

ために、取り扱った事案全数における割合、客観的な基準に

照らした一定の被害状態の確認にはなってない。

　ちなみにより一般的な状況の参考として、今回の調査では

児童相談所における虐待相談に占めるDV問題の割合をみる

と、虐待相談全体の7，3％、ネグレクトの2，0％から心理的虐

待の18．8％まで、すべての虐待種別でDV問題の関与事例が

あることが報告されている。また児童相談所の平成20年度

第1四半期の全国調査では全虐待の15．1％（1019人）にDV

が認められると報告されており、とりわけ実父の虐待の34％

にDVが認められていることが注目される。

3．DV相談を端緒として通告される子どもの大半

　　は児童相談所にとっては新たな要援助の子ど

　　もたちである。

　今回の調査によれば、DV問題での通告直後からの支援に

おいて、期間の長短はあるものの約63％の子どもが援助課題

を持っており、そのうちの約30％は継続的な見守りや指導が

調査時点でも児童相談所において継続されていた。しかもこ

の子どもたち全体の90％以上がDV相談を端緒とした通告

によって初めて児童相談所が認知した子どもたちであること

が注目される。すなわちDV相談を端緒とした通告がなされ

なければ子どもの援助二一ズは児童相談所に届かなかった子

どもたちである可能性が高い。

4．警察からのDV相談を端緒とした通告には多様

　　な状況が混在している

　警察へのヒアリングからは、警察でのDV相談の様態にか

なりの多様性がうかがわれる。相談の約半数は在宅のままの

相談であり、この場合、女性が単身で来所相談するか電話で

接触することが多く、子どもの実態に焦点を当てるには聴取

側にかなりの意識的な対応が必要とみられ、実態は把握しに

くい。家を出てきて来署する女性の場合、同伴児がおればそ

の子どもに注目することになるが、家族構成員全員の把握は

必ずしも容易ではない。またヒアリングした警察ではいずれ

もその約4割が再び帰宅するとのことで、警察署での聴き取

り状況と、児童相談所の通告受理後の状況に違いが生じてい

ることになる。警察へのDV相談から警察や児童相談所が子

どもの安全確認を行うことについて、DV相談を通じての子

どもの安全確認作業が被害女性や母子に与える影響、どのよ

うな状況把握が子どもと母の安全にとって効果的か、今後の

検証による工夫と検討が必要と考えられる。
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5．警察による相談保護者への通告の告知と安全確

　　認作業について

　警察でのDV相談の場で、相談者が来談している時点で、

子どもの存在が確認され、さらにそれが通告に当たると判断

できる場合ばかりではない。また来談後に警察として通告を

要すると決定したとして、その時点で、当該の相談者に警察

が確実に連絡を取れるとも限らない。また幾らかの相談は電

話で一方的に切れたり、来談者が大急ぎで帰って行ったりし

て、警察としての対応を十分に告知する余裕のないこともあ

る。また警察が子どもにっいての児童相談所への通告を告知

した時点で、DV被害相談者の立場からして、児童相談所の

関与が危険で無神経な干渉、そこまで行かなくても新たな不

安と負担を強いる介入と映る可能性は高く、実際強い抵抗に

遭うことも少なくない。また児童相談所は児童虐待について

の強力な親権への介入・保護機関であるイメージは強く、ひ

とつ間違えると子どもを奪われるかもしれないといった警戒

心だけを強める可能性も否定できない。これらのDV相談者

への児童相談所の対応についての効果的で統一的な事前情報

の提供も重要な課題ではないかと考えられる。

6．婦人相談所からのDV事案の通告と警察からの

　　DV相談による通告との違い

　婦人相談所からの通告は、警察からの通告に比べて、保護

された後の母子にっいての通告と、残してきた子どもについ

ての逃げてきた母の心配の通告に大別され、警察の把握する

通告ではDV家庭での在宅状態や流動的で不安定な状態にあ

る母子をより多く含んでいるのと相談経過の段階が若干異な

ることがうかがわれる。また母子についての一定期問の観察

に基づく点でも異なっている。そのため、DV加害者からの

被害そのものの通告は少なく、むしろ母子の後遺症的な問題

が母の養育上の課題となって通告される比率が高い。また

DV加害者の危険より母の養育問題の課題がより多く認めら

れている。これらはDVが与える母子へのダメージをより明

確に表していると言える。また時間の経過と共にそうした課

題が浮かび上がってくることを反映している。これについて

児童相談所は母子そのものを共に援助対象として治療的サー

ビスを提供するといった親子の為の相互交流法：

PCIT（Parent・Child　Interaction　Therapy）のような母子を

そのまま入所させて治療するような体制は無く、法的にも子

どもの安全だけを守ることになっているのが現状である。

7　よりよい児童相談所と関係機関の連携と今後の

　対応課題について

今回の調査では、DV問題にっいての警察、婦人相談所と

児童相談所の関係をみた。特に警察でのDV相談を端緒とす

る児童相談所への通告は急増しつつあり、その効果的な対応

体制の整備は急務である。

1）警察と児童相談所の通告をめぐる連携について

　警察からの通告に関する課題は①通告時点の情報把握、②

児童相談所の初動対応、③初動以降の警察との連携、の3点

に集約される。①については、当事者の諸状況についての情

報共有が重要である。特に母子の所在確認、家族状況、児童

相談所の初動対応についての母の認知と危険の程度等につい

ての情報共有が課題となる。これについては既にいくつかの

自治体における情報交換の工夫が報告されており、それらも

参照しつつ、別紙にあるような情報共有表を通告を通じて情

報整理することを提案したい。拐り紙1．参照）②については

在宅状態にある子どもの安全確認が課題であり、母の協力が

得られない場合、安全確認を強行することによって母子の安

全に問題が生じないかが課題である。子どもの所属場所での

目立たない形での安全確認や間接的な確認が選択出来れば良

いが、それも難しい場合にどうするかが課題である。また外

貌的な安全確認で評価できるのは当人への身体的虐待の有無

であって、深刻な精神支配や母への攻撃の影響などは在宅の

ままでは容易に確認できない課題でもある。③　については、

相当数の通告事案が一定の援助を受けているのだが、なお流

動的なDV事案の特徴を考えれば、継続的な警察との連携、

情報の共有化が行われれば、子どもの被害についてより効果

的な援助の機会が得られる可能性があること、そうした情報

交換・フィードバックを通じて元の警察でのDV相談からの

通告そのものにも資するところがあるのではないかと考えら

れる。これについても①の情報交換の工夫に項目を追加する

ことを提案したい。拐1∫紙1．参照）

2）婦人相談所と児童相談所の蓮携について

　婦人相談所における保護の経過の中で認められるDV関係

の母子の課題は、警察からの通告事例に比べてより明確に

DVによる母子のダメージを前提とした支援のシナリオを要

するとみられる。ただし、それは現時点では児童福祉の対応

対象となっていない。DV対応の現場では被害女性を主人公

とした対応が展開しており、児童福祉の現場では子どもの安

全を主人公とした対応が展開しているので、DVの母子を共

に主人公にした対応の受け皿が無い。このことは、今回の調

査で婦人相談所以外の配偶者暴力支援の窓口から児童相談所

への直接通告が極めて少ないことにも反映しているとみられ

る。これについてはDV問題が引き起こしている母子へのダ
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メージをより実証的に理解すること、それに基づく法制度を

含む体制の整備を検討することが必要となるだろう。

3）当面の課題

当面の課題は概ね以下の6点である。

①警察からの通告の内DV事案である事例の情報交換内

　容と具体的な方法の確保

②警察からの通告の内DV事案である事例の警察への対

　応情報フィードバックの方法の確立

③　上記方式に基づく情報蓄積による事例検証

④　婦人相談所が扱うDV事案における子どもの被害状況

　の全数調査と援助二一ズの確認

⑤　DV母子への支援課題の検討
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別紙　1－1．

警察へのDV相談からの通告における警察・児童相談所の情報整理票：

「D　V相談に係る同伴・同居児童についての通告連絡票」活用について。

1）第1票（通告時に警察から対応情報を児相と共有）

第1票は警察が児童を通告する際の警察と児相の情報整理と共有を促進し、子どもの安全確認等の効果的な対応に資す

ることを目指している。

　●　児童氏名は通告として中心になる児童名1名を記載し、その他同居児童名は「家族構成」欄に記載し、1世帯1

　　　枚とする。特に個別票の作成が必要なら別に作成。

　●　各項目中、既に通告書に記載のあるものは省略。

　●　　「相談時の児童の場所」とは相談者が警察に相談した時点での子どもの居場所。

　●　通告後の児相の調査の際に想定される子どもの居場所にっいて情報があれば、下段の「子どもの安全確認時に想

　　　定される子どもの居場所」に別に記載。

　●　相談目時は単一の場合には最初の相談接触に記載。複数回の接触があった場合には確認されている範囲内で、最

　　　初の相談接触時点と直近の接触目時を記載。

　●　　「連絡方法jの欄には具体的な相談者との連絡方法、時間帯、携帯の番号、非通知でも電話をとるかの区別など

　　　を記載。（非通知で電話をとれない場合には児相の電話番号をあらかじめ相談者が知っているようにすることが

　　　必要）

　●　　r家族欄」のr被害の有無・内容」にはごく簡単に記載。

　●　　「子どもについての聴取概要」で「来署相談者からの申告・聴取概要」とあるのはDV被害者が相談者として来

　　　署して相談した時の事情聴取を原則的に想定。「警察の訪問等による調査・事情聴取」とあるのは、通報・110番

　　　等によって出動した警察官が訪問先等で関係者から聴取した場合を想定。

　●　　「警察による子どもの安全確認」は警察がDV相談対応の結果、直接子どもの安全確認を実施した場合にその概

　　　要、実施年月日と場所を記入。

　●　　「児童通告について」の「相談者への告知」では通告時点での状況を選択肢で記載

　●　　「相談者の意向」は子どもについてカウンセリングを望む等、児相についての相談二一ズがあれば記載。併せて

　　　通告に対する抵抗が強ければそれも記載

　●　　「児相からの連絡方法」は児相が母に連絡を取ろうとした際の具体的な母への連絡方法を記載

　●　　「警察側窓口」「児相側窓口」は連絡窓口になる担当者名等を記載

2）第2票（児相から初動情報を警察と共有）

第2票は警察からの通告受理からの児相の初動直後の結果情報を警察と共有することを目指している。従って記入は初

期対応、当面の方針が出た時点を想定しており、一定期問の援助を経た終局を待たずに作成・情報共有されることを想

定している。

●

●

●

●

●

安全確認は子どもの安全確認として最初に実施された子どもへの接触を想定。

相談二一ズには保護者と他の職員の二一ズを別に確認して記載。

「DV以外の問題」「援助二一ズ」には母子全体の問題、家庭全般の相談二一ズも含め記載

母からの身体的虐待・ネグレクト問題等も「DV以外の問題」「援助二一ズ」に記載

「上記方針の例外要件」は初動直後からの関わりの方針につき、何らかの兆侯を確認次第それまでの方策を一旦

全て見直し、方針を再検討する機会を持つ要件について明記する。
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山本他：DV問題に関連する児童虐待相談およびその通告に関する調査研究

別紙　1－2．

第1票　DV相談に係る同伴・同居児童についての通告連絡票（　　年　　月　　日）　　　　o．

担当警察署 警察署 児童相談所 児童相談所

児童氏名 男・女 生年月目 年　　月　　日生 歳

相談者氏名 男・女 生年月日 年　　月　　目生 歳

児童との続柄 母 その他同伴者 相談者との関係

相談時の児童の場所 相談者に同伴・在宅・別の場所（　　　　　　　　　　　　　　）・所在未確認

最初の相談日時 年　　　　月　　　　目 来所　電話　その他（派出所対応　110番訪問）

直近の相談日時 年　　　　月　　　　目 来所　電話　その他（派出所対応　llO番訪問）

相談者の住所 te1．

現住地（寄留先含）

連　絡　方　法 時問帯等 母の連絡先

家　　　族　　　構　　　成　（上記児童には○印）

続柄 氏　　　名 男女 年齢 学校　勤務先 所在

相談本人 在宅・別居

配偶者等 子どもの被害の有無・内容

在宅・同伴・他

在宅・同伴・他

在宅・同伴・他

在宅・同伴・他

在宅・同伴・他

子どもについての相談者からの申告・聴取概要【来署相談者からの申告・聴取H警察の訪問等による調査・事情聴取】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（聴取者　　　　　　　　　　　　　）

警察による子どもの安全確認 実施目時 年　　月　　目 場所 署内　　家庭　　その他

概要

児童通告について 相談者への告知 告知済　　　告知予定　　　未告知　　　　告知努力中

相談者の意向　　児相からの連絡方法

児相対応時に想定される

子どもの予定居住地

警察側窓口 児童相談所窓口
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別紙　1－3．

第2票　D　V相談に係る同伴・同居児童についての対応連絡票（　　年　　月　　日）　　・．

担当警察署 警察署　児童相談所 児童相談所

児童氏名 男・女 生年月日 年　　　月　　　日生　　　　歳

児　童　相　談　所　対　応　結　果

所在確認 済未済　探索中 所在地　　　元の自宅　寄留　転居　施設（入所　一時保護）

安全確認 実施　未実施（予定　　　　　　　　）　実施困難（　　　　　　　　　　）不能（　　　　　）

安全確認目 年　　　　月　　　　目

安全確認の場所 元の自宅　寄留先　転居先　施設　学校　保育所　幼稚園

安全確認の方法 直接目視　　問接確認（ ）

保護者との接触 有　　無 保護者の相談二一ズ
有　無　接触拒む

関係職員との接触 有　　無
関係職員からみた

相談援助二一ズ

有　無

当面の安全確認の結果

当面の母子の居場所： 調査担当者：

確認・推定される子どものDV被害と当面の対応方針

直接的な被害 有　無

身体暴力　行動制限　暴言・威圧　性的虐待　ネグレクト

強制された母からの暴力　　強制された母への暴力

問接的な被害 有　無

DV目撃　性的目撃　母の養育能力の低下

DVの影響 有　無

不眠　恐怖　イライラ　その他

DV以外の問題 有　無

援助二一ズ 有　無

保護者の意向

児相の当面の対応 調査継続　　見守り　　一時保護　　継続指導　　児童福祉司指導　　助言指導終結

上記方針の例外要件　　　　母子の帰宅　　母の不適切養育　　別件での援助二一ズ他（　　　　　　　　）

警察側窓口 児童相談所窓口
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